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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第３四半期連結
累計期間

第100期
第３四半期連結
累計期間

第99期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年12月31日

自　2018年４月１日
至　2018年12月31日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高（百万円） 168,064 161,890 262,340

経常利益（百万円） 8,119 4,863 18,543

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益（百万円）
5,507 2,606 12,854

四半期包括利益又は包括利益　　　　

（百万円）
9,021 1,075 14,879

純資産額（百万円） 102,286 106,338 107,722

総資産額（百万円） 195,200 190,364 210,403

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 52.64 24.91 122.86

潜在株式調整後１株当たり四半期　　

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 50.6 53.9 49.7

営業活動による　　　　　　　　　　

キャッシュ・フロー（百万円）
8,969 6,861 10,894

投資活動による　　　　　　　　　　

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,446 △9,240 △5,862

財務活動による　　　　　　　　　　

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,885 △3,210 △2,936

現金及び現金同等物の四半期末　　　

（期末）残高（百万円）
42,715 37,013 42,710

 

回次
第99期

第３四半期連結
会計期間

第100期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　2017年10月１日
至　2017年12月31日

自　2018年10月１日
至　2018年12月31日

１株当たり四半期純損失(△)(円)  △2.46 △18.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

〔空調機〕

（買収による増加）

　以下の会社を当第３四半期連結会計期間末（2018年12月31日）をみなし取得日として、新たに連結子会社として

おります。

　ABS Aircon Engineers Private Limited、Precise Air Group (Holdings) Pty Limitedおよびその子会社７社
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）におきましては、国内向け空調機および

情報通信システムの売上は増加しましたが、中東での販売減の影響を大きく受けた海外向け空調機の売上減少によ

り、連結売上高は1,618億9千万円（前年同期比3.7％減）となりました。

損益につきましては、生産地国通貨高、素材・部品価格の上昇および上期の一部地域における空調機の価格下落

などにより、営業利益は37億5千万円（同52.7％減）、経常利益は48億6千3百万円（同40.1％減）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は26億6百万円（同52.7％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

＜空調機部門＞

空調機部門では、北米、欧州および国内向けなどの販売が増加しましたが、中東向けの販売減の影響を大きく受

け、売上高は1,433億1百万円（同4.8％減）となりました。営業利益は、国内向けの販売物量が増加したことに

加えコストダウンを進めましたが、生産地国通貨高、素材・部品価格の上昇および上期の一部地域における価格

下落などにより、18億6千8百万円（同73.8％減）となりました。

 

〔海外向け〕

売上高は、986億8千万円（同10.1％減）となりました。

米州では、北米において、販売網拡充などの取り組みによりルームエアコン、ＶＲＦ（ビル用マルチエアコ

ン）ともに販売が伸長したほか、米国で主流の全館空調方式エアコンもラインアップを拡充して販売が堅調に

推移しましたが、南米における天候不順や景気低迷などによる大幅な販売減により、米州全体での売上は前年

同期を下回りました。

欧州では、堅調な需要を背景に、スペインや東欧向けなどの販売が伸長し、売上が増加しました。なお、昨年

12月、業界最小のコンパクトな室外機を実現した店舗・オフィス用マルチエアコンの新機種を発売し、ライト

コマーシャル市場向けのラインアップを強化しました。

中東・アフリカでは、中東諸国における政治経済情勢の不透明感の高まりによる消費減速とプロジェクト案件

の減少から現地在庫の消化が進んでおらず、売上が減少しました。

オセアニアでは、ニュージーランドにおける販売は増加しましたが、前年好調だったオーストラリア市場の反

動減もあり、売上が減少しました。

アジアでは、インドにおいて天候不順による需要低迷の影響を受けましたが、前年同期の出荷水準が低かった

こともあり、売上は前年同期を上回りました。

中華圏では、中国において、前年の猛暑の反動や景気減速の影響によりルームエアコンの販売が前年同期を下

回るとともに、ＶＲＦの大型プロジェクト案件の伸び悩み等により、売上が減少しました。

なお、ソリューションビジネスへの事業領域拡大に向け、インドおよびオーストラリアの空調エンジニアリン

グ会社を昨年12月に子会社化し、設備設計から施工・サービスメンテナンスまで一貫したビジネスへの本格参

入を図ってまいります。また、イタリアの販売代理店を本年１月に子会社化し、コマーシャルビジネスを含め

た現地での販売強化に取り組んでまいります。

 

〔国内向け〕

売上高は、446億2千1百万円（同9.7％増）となりました。

全国的な猛暑の影響による夏期の需要増加に加え、下半期に入っても暖房需要が堅調に推移するなか、量販店

ルートにおいて、最上位機種並みの清潔機能を備えた「ノクリア」Ｄシリーズなど中級機種を中心に販売が増

加しました。また、重点施策として販売拡大に取り組んでいる住宅設備ルートにおいても、新規顧客開拓と既

存顧客の深耕の着実な進展により販売が堅調に推移し、売上が増加しました。なお、当社独自のＡＩ機能を搭

載し、手をかざすだけで運転のオン・オフができる新形態リモコンを採用した最上位機種「ノクリア」Ｘシ

リーズの新型を本年２月に発売する予定です。
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＜情報通信・電子デバイス部門＞

情報通信・電子デバイス部門では、電子デバイスの販売は減少しましたが、情報通信システムの販売増により、

売上高は172億1千6百万円（同4.8％増）、営業利益は9億9千7百万円（同78.1％増）となりました。

 

〔情報通信システム〕

売上高は、76億6千6百万円（同18.9％増）となりました。

公共システムにおいて、受注済みシステムの納入が順調に進展したほか、商談案件の増加を背景とした新規受

注や納入済みシステムの保守・ストックビジネスも堅調に推移し、売上が増加しました。

 

〔電子デバイス〕

売上高は、95億4千9百万円（同4.3％減）となりました。

自動車運転時の安全対策への関心の高まりなどから車載用カメラの販売は伸長しましたが、産業用ロボット向

けを中心とした電子部品・ユニット製造において、中国等における設備投資抑制の動きや一部納入先企業にお

ける在庫調整の影響があり、売上は減少しました。

 

＜その他部門＞

売上高は13億7千2百万円（同18.0％増）、営業利益は8億8千4百万円（同274.9％増）となりました。

 

(2) 財政状態の状況

① 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産につきましては、たな卸資産の増加はありましたが、受取手形及び売掛金

の減少等により、前連結会計年度末比200億3千8百万円減少し、1,903億6千4百万円となりました。

負債につきましては、支払手形及び買掛金ならびに未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末比186億5千

5百万円減少し、840億2千6百万円となりました。

純資産につきましては、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上はありましたが、配当決議による利益剰余金

の減少に加え為替換算調整勘定の減少等により、前連結会計年度末比13億8千3百万円減少し、1,063億3千8百万円

となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は4.2％増加し、53.9％（前連結会計年度末は49.7％）

となりました。

 

② キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純利益の

計上および減価償却費を源泉とした収入等により、68億6千1百万円の収入（前年同期は89億6千9百万円の収入）と

なりました。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、開発・生産設備、ＩＴシステムへの設備投資に加えて、

オーストラリアおよびインドにおける空調機設計・施工・サービスメンテナンス会社への出資等により、92億4千

万円の支出（同44億4千6百万円の支出）となりました。この結果、当第３四半期連結累計期間のフリー・キャッ

シュ・フローは23億7千8百万円の赤字（同45億2千2百万円の黒字）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払等により、32億1千万円の支出（同28億8千5

百万円の支出）となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末比56億9千6百万円減少

し、370億1千3百万円となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が定めている経営方針・経営戦略

等について、重要な変更はありません。

 

(4）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）の対処すべき課題について、重要

な変更はありません。
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(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ（当社および連結子会社）の研究開発活動の金額は、98億4千7

百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月４日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 109,277,299 109,277,299
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 109,277,299 109,277,299 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 109,277 － 18,089 － 529

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  4,650,300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 104,578,500 1,045,785 －

単元未満株式  普通株式     48,499 － －

発行済株式総数 109,277,299 － －

総株主の議決権 － 1,045,785 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権の数70個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱富士通ゼネラル
川崎市高津区末長三丁目３番

17号
4,650,300 － 4,650,300 4.26

計 － 4,650,300 － 4,650,300 4.26

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、4,650,300株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

4.26％）であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

（注）前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における経営執行役の役職の異動は、次のとおり

であります。

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

経営執行役常務

社長室長　兼　リスクマネ

ジメント推進室長　兼　内

部統制、ＢＣＭ担当

社長室長　兼　内部統制、

ＢＣＭ担当
大河原　進 2018年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年（平成19

年）内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、八重洲監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 42,710 37,013

受取手形及び売掛金 76,145 48,813

商品及び製品 21,439 26,424

仕掛品 1,431 1,865

原材料及び貯蔵品 5,059 6,025

その他 10,080 10,756

貸倒引当金 △312 △300

流動資産合計 156,554 130,597

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,720 27,115

機械装置及び運搬具 34,593 34,929

工具、器具及び備品 20,819 21,931

土地 9,095 9,093

建設仮勘定 467 1,020

減価償却累計額 △56,148 △58,285

有形固定資産合計 35,548 35,804

無形固定資産   

のれん - 4,737

その他 2,691 2,929

無形固定資産合計 2,691 7,666

投資その他の資産   

投資有価証券 6,367 6,550

繰延税金資産 8,548 9,015

その他 703 740

貸倒引当金 △10 △10

投資その他の資産合計 15,609 16,296

固定資産合計 53,849 59,766

資産合計 210,403 190,364
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 44,747 28,974

短期借入金 － 321

未払法人税等 2,499 1,583

未払費用 13,688 12,021

製品保証引当金 5,318 4,364

独禁法関連引当金 7,925 7,925

その他 8,564 8,982

流動負債合計 82,744 64,172

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 2,409 2,409

退職給付に係る負債 16,088 16,019

その他 1,439 1,424

固定負債合計 19,937 19,853

負債合計 102,681 84,026

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,089 18,089

資本剰余金 530 530

利益剰余金 86,013 86,003

自己株式 △5,044 △5,044

株主資本合計 99,588 99,578

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,363 863

繰延ヘッジ損益 2 －

土地再評価差額金 4,858 4,858

為替換算調整勘定 △913 △2,390

退職給付に係る調整累計額 △384 △377

その他の包括利益累計額合計 4,927 2,953

非支配株主持分 3,205 3,806

純資産合計 107,722 106,338

負債純資産合計 210,403 190,364
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 168,064 161,890

売上原価 122,746 120,437

売上総利益 45,318 41,453

販売費及び一般管理費 37,387 37,703

営業利益 7,930 3,750

営業外収益   

受取利息 54 43

受取配当金 72 91

持分法による投資利益 310 223

為替差益 261 1,464

その他 210 228

営業外収益合計 910 2,051

営業外費用   

支払利息 4 2

事業構造改善費用 520 567

災害による損失 － 188

その他 197 180

営業外費用合計 721 939

経常利益 8,119 4,863

税金等調整前四半期純利益 8,119 4,863

法人税、住民税及び事業税 2,281 2,041

法人税等調整額 △219 △321

法人税等合計 2,062 1,720

四半期純利益 6,056 3,143

非支配株主に帰属する四半期純利益 549 537

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,507 2,606
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 6,056 3,143

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 789 △500

繰延ヘッジ損益 － △2

為替換算調整勘定 2,055 △1,528

退職給付に係る調整額 48 6

持分法適用会社に対する持分相当額 71 △43

その他の包括利益合計 2,964 △2,068

四半期包括利益 9,021 1,075

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,357 632

非支配株主に係る四半期包括利益 664 443
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 8,119 4,863

減価償却費 3,763 3,903

引当金の増減額（△は減少） △312 △1,348

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 446 △58

受取利息及び受取配当金 △127 △134

支払利息 4 2

売上債権の増減額（△は増加） 23,800 27,707

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,888 △6,886

仕入債務の増減額（△は減少） △3,016 △15,363

その他 △7,459 △3,045

小計 13,330 9,638

利息及び配当金の受取額 127 134

利息の支払額 △5 △5

法人税等の支払額 △4,482 △2,906

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,969 6,861

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,983 △3,512

有形固定資産の売却による収入 35 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △4,190

その他 △498 △1,537

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,446 △9,240

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △2,396 △2,605

その他 △488 △605

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,885 △3,210

現金及び現金同等物に係る換算差額 288 △107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,925 △5,696

現金及び現金同等物の期首残高 40,789 42,710

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 42,715 ※ 37,013
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

（買収による増加）

　以下の会社を当第３四半期連結会計期間末（2018年12月31日）をみなし取得日として、新たに連結子会社とし

ております。

　ABS Aircon Engineers Private Limited、Precise Air Group (Holdings) Pty Limited及びその子会社７社

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

現金及び預金 42,715百万円 37,013百万円

現金及び現金同等物 42,715 37,013

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月20日

定時株主総会
普通株式 1,150 11 2017年３月31日 2017年６月21日 利益剰余金

2017年10月25日

取締役会
普通株式 1,255 12 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月21日

定時株主総会
普通株式 1,255 12 2018年３月31日 2018年６月22日 利益剰余金

2018年10月26日

取締役会
普通株式 1,360 13 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計

 空調機
情報通信・
電子デバイス

計

売上高      

外部顧客への売上高 150,474 16,426 166,900 1,163 168,064

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ 410 410 192 602

計 150,474 16,836 167,311 1,356 168,667

セグメント利益 7,134 560 7,694 236 7,930

（注）部門別の主要な製品等は次のとおりであります。

部 門 主 要 な 製 品、シ ス テ ム、サ ー ビ ス

空 調 機

エアコン、ＶＲＦ（ビル用マルチエアコン）、

ＡＴＷ（ヒートポンプ式温水暖房システム）、

空調関連商品

情 報 通 信 ・

電子デバイス

消防システム、防災システム、ＰＯＳシステム、映像システム、

車載カメラ、電子部品、ユニット製品

そ の 他
家電製品のリサイクル

電磁波障害に関する測定及びコンサルティング等

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 7,694  

「その他」の区分の利益 236  

四半期連結損益計算書の営業利益 7,930  
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計

 空調機
情報通信・
電子デバイス

計

売上高      

外部顧客への売上高 143,301 17,216 160,518 1,372 161,890

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ 593 593 234 827

計 143,301 17,809 161,111 1,607 162,718

セグメント利益 1,868 997 2,865 884 3,750

（注）部門別の主要な製品等は次のとおりであります。

部 門 主 要 な 製 品、シ ス テ ム、サ ー ビ ス

空 調 機

エアコン、ＶＲＦ（ビル用マルチエアコン）、

ＡＴＷ（ヒートポンプ式温水暖房システム）、

空調関連商品

情 報 通 信 ・

電子デバイス

消防システム、防災システム、ＰＯＳシステム、映像システム、

車載カメラ、電子部品、ユニット製品

そ の 他
家電製品のリサイクル

電磁波障害に関する測定及びコンサルティング等

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 2,865  

「その他」の区分の利益 884  

四半期連結損益計算書の営業利益 3,750  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「空調機」セグメントにおいて、当第３四半期連結会計期間より、ABS Aircon Engineers Private Limited及び

Precise Air Group (Holdings) Pty Limitedを子会社化しております。当該事象によるのれんの増加額は4,737百

万円であります。なお、のれんの金額は暫定的に算定されたものであります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　Precise Air Group (Holdings) Pty Limited

事業の内容　　　　　空調設備の設計、施工、サービスメンテナンス

(2) 企業結合を行った主な理由

　Precise Air Group (Holdings) Pty Limited社（以下、「ＰＡＧ社」）は空調設備の設計、施工、及び

サービスメンテナンス事業を展開し、特に当社が攻略を進めている中小規模ビルのメンテナンス業務を強

みとしています。本買収により、当社はオーストラリアでの「サービスメンテナンスビジネス」という新

規ビジネス領域参入への足掛かりとするとともに、ＰＡＧ社の取引先におけるリプレイス需要に応じたエ

アコン販売等のシナジーが見込まれるためであります。

(3) 企業結合日

　2018年12月31日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式の取得

(5) 結合後企業の名称

　Precise Air Group (Holdings) Pty Limited

(6) 取得した議決権比率

　100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　みなし取得日を当第３四半期連結会計期間末（2018年12月31日）としていることから、貸借対照表のみを連

結しているため、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれており

ません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金　　　　　　　　　　　　　　60百万豪ドル

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60百万豪ドル

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

　3,995百万円

　なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において暫定的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期純利益 52円64銭 24円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
5,507 2,606

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
5,507 2,606

普通株式の期中平均株式数（千株） 104,627 104,627

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2018年10月26日開催の取締役会において、2018年９月30日の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のと

おり剰余金の配当（中間配当）を行うことを決議いたしました。

 

(1) 配当金の総額　　　　　　　　　　　　 　 　　1,360百万円

(2) １株当たりの金額　　　　　　　　　　 　　　 　13円00銭

(3) 支払請求の効力発生日および支払開始日　 　2018年12月３日

 

EDINET提出書類

株式会社富士通ゼネラル(E01775)

四半期報告書

19/21



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月４日

株式会社富士通ゼネラル

取締役会　御中

 

八重洲監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 三井　智宇　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 渡邊　考志　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 廣瀨　達也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士通

ゼネラルの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社富士通ゼネラル及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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